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は　　じ　　め　　に

　平素より、本市労働行政の推進に対しまして、格別のご理解とご協力
を賜り、また、職場内において新型コロナウイルス感染症の感染対策を
講じていただいておりますこと、厚くお礼申し上げます。
　さて、室蘭管内における雇用情勢については、有効求人倍率は令和４
年２月時点で、１．２６倍となっており、少子高齢化や、人材不足など
から多くの業種において労働力不足となっている現状であります。
　本書は、市内の民間事業所における労働環境・各種制度等の実態を把
握することを目的として実施し、結果を取りまとめたものです。
　この調査結果は、今後の労働施策の検討の際に、参考にするととも
に、市内事業所の皆様については、参考資料として、広く御活用いただ
き、職場環境や、労働条件等の改善など、働く人々のよりよい環境作り
のお役に立てば幸いと存じます。
　本調査の実施にあたり、お忙しい中ご協力いただきました各事業所の
皆様に重ねて厚くお礼を申し上げますとともに、今後とも一層のご協力
をお願い申し上げます。
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１　調査の目的

２　調査事項
（１）　事業所の概況
（２）　従業員の雇用状況
（３）　賃金
（４）　正規従業員の一時金・諸手当
（５）　正規従業員の労働時間・休暇
（６）　正規従業員の定年・再雇用・退職金
（７）　母性等の保護制度および男女共同参画社会
（８）　障がい者雇用
（９）　パートタイマー
（10）　無期転換ルール
（11）　働き方改革について
（12）　外国人労働者の雇用について
（13）　ハラスメント対策に関する取り組みについて
（14）　人材等について
（15）　雇用施策、労働施策について
（16）　その他（新型コロナウイルス感染症関連について）
（17）　その他（ＢＣＰ（事業継続計画）の策定状況について）

３　調査期日

４　調査対象

５　調査方法

６　調査回答状況

Ⅰ　調　査　の　概　要

　以下の2つの方法から回答
　①設問・解答用紙による回答
　②専用ウェブフォームからの回答

　登別市内の民間事業所における雇用条件等の実態と動向を把握し、労働行政の施策
を推進していくための基礎資料とするために、賃金をはじめとする労働諸条件等を調
査すること。

　令和３年１２月末現在で調査を実施。ただし、初任給については令和３年４月１日
現在で調査を実施。

　市内に所在する民間事業所のうち、従業員５人以上の事業所を対象とし、４０９事
業所を対象。
　なお、市内に本店及び支店、営業所がある場合は本店で一括調査を行い、市内に本
店がない場合は、各支店、営業所で調査を行った。

　調査の結果、廃業・所在不明が２４件、従業員５人未満が８件、あわせて３２件が
対象外となり、実質これらを除外した３７７事業所を対象に調査を実施した結果、４
４．３％に当たる１６７事業所から回答を得た。

- 1 -



１　回答事業所の内訳

　業種別・規模別回収状況 （社）

5 10 20 30 100

～～～～

9 19 29 99

人 人 人 人

建設業 66 60 30 50.0% 16 9 3 1 0 30

製造業 29 27 11 40.7% 3 3 2 1 2 16

卸小売業 105 96 35 36.5% 16 9 5 4 1 61

サービス業 194 181 86 47.5% 29 26 9 17 5 95

その他 15 13 5 38.5% 4 0 0 1 0 8

合計 409 377 167 44.3% 68 47 19 24 8 210

Ⅱ　調　査　結　果

　業種及び従業員規模による各区分毎の調査対象事業所数並びに回答事業所数を示し
たものです。

　調査対象３７７事業所のうち有効回答を得たのは１６７事業所（回答率４４．３％)
です。

規模別回答数
郵

送
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所

数

調
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象
事
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所
数

回

答

事

業

所

数

回

収

率

未

回

答

事

業

所

数

人

以

上

区　分

60

(15.9%)

27

(7.2%)

96

(25.5%)181

(48.0%)

13

(3.4%)

調査対象事業所数

合計３７７

単位：社

30

(18.0%)

11

(6.6%)

35

(21.0%)86

(51.5%)

5

(3.0%)

回答事業所数

合計１６７

単位：社

建設業

製造業

サービス業

建設業

製造業

卸小売業サービス業

その他

卸小売業

その他
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２　事業所の概況・従業員数

≪正規従業員≫

≪パートタイマー≫

≪派遣社員≫

1 5 10 20 30 100 1 5 20 50 1 5 20 50

～～～～～ ～～～ ～～～

4 9 19 29 99 4 19 49 4 19 49
人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

社 30 30 0 5 16 6 2 1 0 11 11 0 0 0 1 1 0 0 0

人 305 289 - 16 109 75 44 45 0 15 15 0 0 0 1 1 0 0 0

社 11 11 0 3 3 3 0 1 1 7 2 3 2 0 1 1 0 0 0

人 359 268 - 6 19 40 0 86 117 90 7 35 48 0 1 1 0 0 0

社 35 35 3 13 8 9 1 1 0 26 9 10 4 3 2 0 2 0 0

人 801 260 - 28 53 125 22 32 0 527 19 82 107 319 14 0 14 0 0

社 86 86 7 17 23 17 5 14 3 69 29 29 6 5 7 6 1 0 0

人 3,238 2,064 - 37 155 223 114 739 796 1,149 61 267 162 659 25 16 9 0 0

社 5 5 1 0 3 0 0 1 0 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0

人 61 57 - 0 24 0 0 33 0 4 4 0 0 0 0 0 0 0 0

社 167 167 11 38 53 35 8 18 4 114 52 42 12 8 11 8 3 0 0

人 4,764 2,938 - 87 360 463 180 935 913 1,785 106 384 317 978 41 18 23 0 0
100.0% - 3.0% 12.3% 15.8% 6.1% 31.8% 31.1% 100.0% 5.9% 21.5% 17.8% 54.8% 100.0% 43.9% 56.1% 0.0% 0.0%

61.7% - - - - - - - 37.5% - - - - 0.9% - - - -

社 120 120 5 18 47 26 11 8 5 82 46 26 7 3 8 4 4 0 0

人 4,109 2,348 - 47 298 344 266 396 997 1,697 108 254 232 1,103 64 11 53 0 0

　従業員数（令和３年１２月末日現在）

正規従業員数 パートタイマー 派遣社員

従業員区分別

対合計

　正規従業員は全従業員４，７６４人のうち６１．７％の２，９３８人を占めており、規模別
では「３０～９９人」の１８社で９３５人と最も多く、次いで「１００人以上」の４社９１３人
となっています。
　業種別では、「サービス業」の８６社２，０６４人が最も多く、次いで「卸小売業」の３５社
２６０人となっています。

　パートタイマーは全従業員４，７６４人のうち３７．５％の１，７８５人を占めており、規
模別では「５０人以上」の８社で９７８人と最も多く、次いで「５～１９人」の４２社
３８４人となっています。
　業種別では、「サービス業」の６９社１，１４９人が最も多く、次いで「卸小売業」の２６
社５２７人となっています。

　派遣社員は全従業員４，７６４人のうち０．９％の４１人を占めており、規模別では「５～
１９人」の３社で２３人と最も多く、次いで「１～４人」が８社１８人となっています。
　業種別では、「サービス業」の７社２５人が最も多く、次いで「製造業」の２社１４人となっ
ています。

区　　分

事
業
所
数合

計
小
計

小
計

小
計０

人
従
業
員
数

人
以
上

人
以
上

人
以
上

建設業

製造業

卸小売業

サービス業

その他

計

割合（人）

※R1調査時

※「割合」欄の数値は小数点第２位で四捨五入しているため、合計値が１００％にならない場合があ
ります。
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３　事業所の概況・各種制度

≪労働組合、労働協約、就業規則≫

≪健康保険、厚生年金、雇用保険、労災保険、健康診断≫

　業種別事業所概況

有 無 有 無 有 無 有 無 有 無 有 無 有 無 有 無

社 社 社 社 社 社 社 社 社 社 社 社 社 社 社 社 社

建設業 30 2 28 10 20 23 7 29 1 29 1 29 1 28 2 27 3

製造業 11 5 6 6 1 10 0 11 0 10 1 11 0 10 1 11 0

卸小売業 35 11 24 15 20 31 4 33 2 34 1 34 1 34 1 32 3

サービス業 86 13 73 27 59 77 9 83 3 81 5 82 4 83 3 80 6

その他 5 0 5 0 5 3 2 4 1 4 1 4 1 4 1 4 1

計 167 31 136 58 105 144 22 160 7 158 9 160 7 159 8 154 13

18.6% 81.4% 35.6% 64.4% 86.7% 13.3% 95.8% 4.2% 94.6% 5.4% 95.8% 4.2% 95.2% 4.8% 92.2% 7.8%

15.8% 84.2% 41.7% 58.3% 91.7% 8.3% 98.3% 1.7% 98.3% 1.7% 97.5% 2.5% 96.7% 3.3% 96.7% 3.3%

労
働
組
合

労
働
協
約

就
業
規
則

健
康
保
険

厚
生
年
金

雇
用
保
険

労
災
保
険

健
康
診
断

割合

※R1調査時割合

　労働組合のある事業所は回答事業所のうち１８．６％の３１社、労働協約を締結して
いる事業所は、３５．６％の５８社となっています。
　就業規則のある事業所は８６．７％の１４４社となっています。

　社会保険(健康保険、厚生年金)及び労働保険(雇用保険、労災保険)の加入率は、すべ
て９２％以上となっています。
　労災保険については９５．２％の事業所が実施しています。

区　　分

事
業
所
数

※「割合」欄の数値は小数点第２位で四捨五入しているため、合計値が１００％になら
ない場合があります。

31

(18.6%)

136

(81.4%)

労　 働 　組 　合 単位：社

58

(35.6%)105

(64.4%)

労 　働 　協 　約

有 無有 無

単位：社
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144

(86.7%)

22

(13.3%)

就　  業　  規 　 則

160

(95.8%)

7

(4.2%)

雇　　用　　保　　険

159

(95.2%)

8

(4.8%)

労　　災　　保　　険

160

(95.8%)

7

(4.2%)

健　　康　　保　　険

158

（94.6%）

9
（5.4%）

厚　　生　　年　　金

154

(92.2%)

13

(7.8%)

健　　康　　診　　断

無有 無有

無有 無有

無有無有

単位：社 単位：社

単位：社 単位：社

単位：社単位：社
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４　従業員数及び前年度からの推移

≪正規従業員≫

従業員数（正規従業員）

男女 計 男女 計 男女 計 男女 計 男女 計 増減 男女 計 増減

社 人人 人 人人 人 人人 人 人人 人 人人 人 人 人人 人 人

建設業 30 253 36 289 43 4 47 20 3 23 23 3 26 253 36 289 0 40 4 44 -3

製造業 11 159 94 253 18 3 21 8 19 27 7 3 10 159 109 268 15 17 3 20 -1

卸小売業 35 163 86 249 37 10 47 11 7 18 8 2 10 175 85 260 11 40 10 50 3

サービス業 86 1,109 823 1,932 221 71 292 81 101 182 91 96 187 1,181 883 2,064 132 221 69 290 -2

その他 5 38 10 48 7 1 8 5 6 11 1 2 3 34 23 57 9 12 1 13 5

計 167 1,722 1,049 2,771 326 89 415 125 136 261 130 106 236 1,802 1,136 2,938 167 330 87 417 2

令和２年１２月末全
従業員数

令和３年１２月末全従業員数

うち役員を
除く管理職数

うち役員を
除く管理職数

　正規従業員の従業員数は、令和２年１２月末時点と比べて１67人増加していますが、業
種別での増減をみると「サービス業」の変化が最も大きく１３２人の増加、次いで「製造
業」が１５人の増加となっています。
　役員を除く管理職数は全体で２人増加していますが、業種別での増減をみると、「その
他」の変化が最も大きく５人の増加、次いで「建設業」が３人の減少、「卸小売業」が３
人の増加となっています。　
　令和２年中の採用人数及び退職人数は、共に「サービス業」が最も多く、採用人数が１
８２人、退職人数が１８７人となっています。

区　　　分

事
業
所
数
（
R
1
末
）

令和２年
中採用人数

令和２年
中退職人数

253 159 175

1,181

3436 109 85

883

23

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

建設業 製造業 卸小売業 サービス業 その他

令和３年１２月末全従業員数

男性 女性

単位：人
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≪パートタイマー≫

従業員数（パートタイマー）

男女 計 男女 計 男女 計 男女 計 増減

社 人人 人 人人 人 人人 人 人人 人 人

建設業 11 1 0 1 0 2 2 0 0 0 3 12 15 14

製造業 7 39 11 50 4 1 5 3 11 14 33 57 90 40

卸小売業 26 113 51 164 7 55 62 34 51 85 132 395 527 363

サービス業 69 332 172 504 104 166 270 101 172 273 314 837 1,151 647

その他 1 0 9 9 3 9 12 3 9 12 0 4 4 -5

計 114 485 243 728 118 233 351 141 243 384 482 1,305 1,787 1,059

≪派遣社員≫

従業員数（派遣社員）

男女 計 男女 計 男女 計 男女 計 増減

社 人人 人 人人 人 人人 人 人人 人 人

建設業 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 1 1

製造業 1 0 1 1 0 0 0 0 0 0 0 1 1 0

卸小売業 2 30 11 41 0 0 0 0 0 0 4 10 14 -27

サービス業 7 14 12 26 3 11 14 1 15 16 15 10 25 -1

その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

計 11 44 24 68 3 11 14 1 15 16 20 21 41 -27

令和２年１
２月末

全従業員数

令和２年
中採用人数

令和２年
中退職人数

令和３年１２月
末全従業員数

令和２年１
２月末

全従業員数

令和２年
中採用人数

令和２年
中退職人数

令和３年１２月
末全従業員数

　パートタイマーの従業員数は、令和２年１２月末時点と比べて１０５９人増加してい
ますが、業種別での増減をみると「サービス業」の変化が最も大きく６４７人の増加、
次いで「卸小売業」が３６３人の増加となっています。
　令和２年中の採用人数及び退職人数は、共に「サービス業」が最も多く、採用人数が
２７０人、退職人数が２７３人となっています。

区　　　分

事
業
所
数
（
R
3
末
）

　派遣社員の従業員数は、令和２年１２月末時点と比べて２７人減少していますが、業
種別での増減をみると「卸小売業」の変化が最も大きく２７人の減少、次いで「建設
業」が１人の増加、「サービス業」で１人の減少となっています。

区　　　分

事
業
所
数
（
R
3
末
）
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≪男女別従業員数、管理者数≫

従業員数（男女別）
計

社 人 社 人 社 人 人

男 253 3 1 257 84.3% 11.2%
女 36 12 0 48 15.7% 1.9%
計 289 15 1 305 100.0% -
男 159 33 0 192 53.5% 8.3%
女 109 57 1 167 46.5% 6.8%
計 268 90 1 359 100.0% -
男 175 132 4 311 38.8% 13.5%
女 85 395 10 490 61.2% 19.9%
計 260 527 14 801 100.0% -
男 1,181 314 15 1,510 46.6% 65.5%
女 883 837 10 1,730 53.4% 70.3%
計 2,064 1,151 25 3,240 100.0% -
男 34 0 0 34 55.7% 1.5%
女 23 4 0 27 44.3% 1.1%
計 57 4 0 61 100.0% -
男 1,802 482 20 2,304 48.3% 100.0%
女 1,136 1,305 21 2,462 51.7% 100.0%

167 2,938 114 1,787 11 41 4,766 100.0% -

正規従業員のうち管理職者数（役員を除く）
計 割合（人）

社 人 社 人 人

30 40 30 4 44 10.6%
11 17 11 3 20 4.8%
35 40 35 10 50 12.0%
86 221 86 69 290 69.5%
5 12 5 1 13 3.1%

167 330 167 87 417 100.0%
100.0%
100.0%

正規従業員 パートタイマー 派遣社員

合計

区分 男性管理職者数女性管理職者数

建設業
製造業
卸小売業
サービス業
その他
合計

割合（人） 79.1% 20.9%
※R1調査時割合 82.4% 17.6%

区分
業種別

割合（人）
全体男女別
割合（人）

建設業

30 11 1

製造業

11 7 1

卸小売業

35 26 2

サービス業

86 69 7

その他

5 1 0

小計
167 114 11

※「割合」欄の数値は小数点第２位で四捨五入しているため、合計値が１００％にならな
い場合があります。
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５　新卒者の採用・早期離職の状況

≪平成３１年４月～令和２年３月に採用した新卒者数及びそのうち退職者数≫

平成３１年４月～令和２年３月に採用した新卒者数

男女 計 男女 計 男女 計 男女 計 男女 計 割合

社 人人 人 人人 人 人人 人 人人 人 人人 人

建設業 3 1 0 1 1 0 1 1 0 1 0 1 1 3 1 4 5.9%

製造業 1 0 0 0 2 0 2 0 0 0 0 0 0 2 0 2 2.9%

卸小売業 5 0 0 0 2 6 8 2 1 3 3 1 4 7 8 15 22.1%

サービス業 21 2 0 2 7 12 19 2 15 17 4 5 9 15 32 47 69.1%

その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.0%

計 30 3 0 3 12 18 30 5 16 21 7 7 14 27 41 68 100.0%

うち令和３年１２月まで（採用後～２年９カ月）の退職者数

男女 計 男女 計 男女 計 男女 計 男女 計 割合

社 人人 人 人人 人 人人 人 人人 人 人人 人

建設業 1 0 0 0 1 0 1 0 0 0 0 0 0 1 0 1 2.9%

製造業 1 0 0 0 1 0 1 0 0 0 0 0 0 1 0 1 2.9%

卸小売業 1 0 0 0 0 0 0 0 1 1 1 0 1 1 1 2 5.9%

サービス業 8 0 0 0 4 16 20 0 4 4 4 2 6 8 22 30 88.2%

その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.0%

計 11 0 0 0 6 16 22 0 5 5 5 2 7 11 23 34 100.0%

令和３年１２月まで（採用後～２年９カ月）の退職者割合

男女 計 男女 計 男女 計 男女 計 男女 計

社 ％％ ％ ％％ ％ ％％ ％ ％％ ％ ％％ ％

建設業 3 0.0 - 0.0 100.0 - 100.0 0.0 - 0.0 - 0.0 0.0 33.3 0.0 25.0

製造業 1 - - - 50.0 - 50.0 - - - - - - 50.0 - 50.0

卸小売業 5 - - - 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0 33.3 33.3 0.0 25.0 14.3 12.5 13.3

サービス業 21 0.0 - 0.0 57.1 133.3 105.3 0.0 26.7 23.5 100.0 40.0 66.7 53.3 68.8 63.8

その他 0 - - - - - - - - - - - - - - -

計 30 0.0 - 0.0 50.0 88.9 73.3 0.0 31.3 23.8 71.4 28.6 50.0 40.7 56.1 50.0

中学卒 高校卒 短大/専門卒 大学卒 合計

中学卒 高校卒 短大/専門卒 大学卒 合計

中学卒 高校卒 短大/専門卒 大学卒 合計

　平成３１年４月～令和２年３月に採用した新卒者は３０社６８人で、うち３４人が
令和３年１２月までに退職しており、採用後～２年９カ月に退職した若者の割合は５
０．０％となっています。
　業種別の退職者割合は、「サービス業」が最も多く６３．８％となっています。

区分

事
業
所
数

区分

事
業
所
数

区分

事
業
所
数

※「割合」欄の数値は小数点第２位で四捨五入しているため、合計値が１００％にな
らない場合があります。
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≪令和２年４月～令和３年３月に採用した新卒者数及びそのうち退職者数≫

令和２年４月～令和３年３月に採用した新卒者数

男女 計 男女 計 男女 計 男女 計 男女 計 割合
社 人人 人 人人 人 人人 人 人人 人 人人 人

建設業 4 0 0 0 4 0 4 2 0 2 0 0 0 6 0 6 8.0%

製造業 1 0 0 0 4 0 4 1 1 2 0 0 0 5 1 6 8.0%

卸小売業 4 0 0 0 1 0 1 2 1 3 2 1 3 5 2 7 9.3%

サービス業 17 2 0 2 5 17 22 11 11 22 2 7 9 20 35 55 73.3%

その他 1 0 0 0 0 0 0 0 1 1 0 0 0 0 1 1 1.3%

計 27 2 0 2 14 17 31 16 14 30 4 8 12 36 39 75 100.0%

うち令和３年１２月まで（採用後～１年９カ月）の退職者数

男女 計 男女 計 男女 計 男女 計 男女 計 割合
社 人人 人 人人 人 人人 人 人人 人 人人 人

建設業 2 0 0 0 4 0 4 0 0 0 0 0 0 4 0 4 20.0%

製造業 1 0 0 0 1 0 1 0 0 0 0 0 0 1 0 1 5.0%

卸小売業 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 1 1 0 1 5.0%

サービス業 5 0 0 0 3 6 9 2 2 4 0 1 1 5 9 14 70.0%

その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.0%

計 9 0 0 0 8 6 14 2 2 4 1 1 2 11 9 20 100.0%

令和３年１２月まで（採用後～１年９カ月）の退職者割合

男女 計 男女 計 男女 計 男女 計 男女 計
社 ％％ ％ ％％ ％ ％％ ％ ％％ ％ ％％ ％

建設業 4 - - - 100.0 - 100.0 0.0 - 0.0 - - - 66.7 - 66.7

製造業 1 - - - 25.0 - 25.0 0.0 0.0 0.0 - - - 20.0 0.0 16.7

卸小売業 4 - - - 0.0 - 0.0 0.0 0.0 0.0 50.0 0.0 33.3 20.0 0.0 14.3

サービス業 17 0.0 - 0.0 60.0 35.3 40.9 18.2 18.2 18.2 0.0 14.3 11.1 25.0 25.7 25.5

その他 1 - - - - - - - 0.0 0.0 - - - - 0.0 0.0

計 27 0.0 - 0.0 57.1 35.3 45.2 12.5 14.3 13.3 25.0 12.5 16.7 30.6 23.1 26.7

中学卒 高校卒 短大/専門卒 大学卒 合計

中学卒 高校卒 短大/専門卒 大学卒 合計

中学卒 高校卒 短大/専門卒 大学卒 合計

　令和２年４月～令和３年３月に採用した新卒者は２７社７５人で、うち２０人が令和
３年１２月までに退職しており、採用後～１年９カ月に退職した若者の割合は２６．
７％となっています。
　業種別の退職者割合は、「建設業」が最も多く６６．７％となっています。

区分
事
業
所
数

区分
事
業
所
数

区分
事
業
所
数

※「割合」欄の数値は小数点第２位で四捨五入しているため、合計値が１００％になら
ない場合があります。
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≪令和３年４月～令和３年１２月に採用した新卒者数及びそのうち退職者数≫

令和３年４月～令和３年１２月に採用した新卒者数

男女 計 男女 計 男女 計 男女 計 男女 計 割合
社 人人 人 人人 人 人人 人 人人 人 人人 人

建設業 3 0 0 0 1 0 1 0 0 0 0 0 0 1 0 1 2.9%

製造業 1 0 0 0 1 0 1 0 0 0 0 0 0 1 0 1 2.9%

卸小売業 4 0 0 0 0 0 0 0 1 1 1 0 1 1 1 2 5.9%

サービス業 16 0 0 0 4 16 20 0 4 4 4 2 6 8 22 30 88.2%

その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.0%

計 24 0 0 0 6 16 22 0 5 5 5 2 7 11 23 34 100.0%

うち令和３年１２月まで（採用後～９カ月）の退職者数

男女 計 男女 計 男女 計 男女 計 男女 計 割合
社 人人 人 人人 人 人人 人 人人 人 人人 人

建設業 1 0 0 0 1 0 1 0 0 0 0 0 0 1 0 1 6.7%

製造業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.0%

卸小売業 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 1 1 0 1 6.7%

サービス業 7 0 0 0 3 5 8 1 3 4 0 1 1 4 9 13 86.7%

その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.0%

計 9 0 0 0 4 5 9 1 3 4 1 1 2 6 9 15 100.0%

令和３年１２月まで（採用後～９カ月）の退職者割合

男女 計 男女 計 男女 計 男女 計 男女 計
社 ％％ ％ ％％ ％ ％％ ％ ％％ ％ ％％ ％

建設業 3 - - - 100.0 - 100.0 - - - - - - 100.0 - 100.0

製造業 1 - - - 0.0 - 0.0 - - - - - - 0.0 - 0.0

卸小売業 4 - - - - - - - 0.0 0.0 100.0 - 100.0 100.0 0.0 50.0

サービス業 16 - - - 75.0 31.3 40.0 - 75.0 100.0 0.0 50.0 16.7 50.0 40.9 43.3

その他 0 - - - - - - - - - - - - - - -

計 24 - - - 66.7 31.3 40.9 - 60.0 80.0 20.0 50.0 28.6 54.5 39.1 44.1

中学卒 高校卒 短大/専門卒 大学卒 合計

中学卒 高校卒 短大/専門卒 大学卒 合計

中学卒 高校卒 短大/専門卒 大学卒 合計

　令和３年４月～令和３年１２月に採用した新卒者は２４社３４人で、うち１５人が令
和３年１２月までに退職しており、採用後９カ月以内に退職した若者の割合は４４．
１％となっています。
　業種別の退職者割合は、「建設業」が最も多く１００．０％となっています。

区分
事
業
所
数

区分
事
業
所
数

区分
事
業
所
数

※「割合」欄の数値は小数点第２位で四捨五入しているため、合計値が１００％になら
ない場合があります。
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《令和４年４月の新卒者採用予定数》

令和４年４月の新卒者採用予定数

男女 計 男女 計 男女 計 男女 計 男女 計 割合

社 人人 人 人人 人 人人 人 人人 人 人人 人

建設業 2 2 0 2 4 0 4 0 0 0 0 0 0 6 0 6 7.1%

製造業 3 0 0 0 0 8 8 1 0 1 1 0 1 2 8 10 11.8%

卸小売業 3 2 0 2 4 2 6 2 4 6 2 2 4 10 8 18 21.2%

サービス業 11 1 1 2 4 10 14 3 13 16 7 7 14 15 31 46 54.1%

その他 2 0 0 0 3 2 5 0 0 0 0 0 0 3 2 5 5.9%

計 21 5 1 6 15 22 37 6 17 23 10 9 19 36 49 85 100.0%

中学卒 高校卒 短大/専門卒 大学卒 合計

　令和４年４月の新卒者採用予定数は２１社８５人で、業種別では「サービス業」が
最も多く１１社４６人、次いで「卸小売業」の３社１８人となっています。

区分

事
業
所
数

6
2

10
15

3
8

8

31

2

0

5

10

15

20

25

30

35

40

45

50

建設業 製造業 卸小売業 サービス業 その他

令和４年４月の新卒者採用予定数 

男性 女性

単位：人
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６　令和４年４月の新卒者採用予定がない場合、その理由

令和４年４月の新卒者採用予定がない場合、その理由

区分

事
業
所
数
社

建設業 25

製造業 8

卸小売業 29

サービス業 71

その他 3

計 136

※その他の内容
・募集をしても応募がない
・本社、親会社において採用を行っている

従業員が充
足している

ため

業績不振ま
たは経営合
理化のため

新卒者以外
を採用して
いるため

その他

社 社 社 社

6 0 10 9

3 0 3 2

15 3 3 8

30 9 19 13

1 0 1 1

55 12 36 33

割合 40.4% 8.8% 26.5% 24.3%

　令和４年４月に新卒者を採用しない場合の理由として最も多かったのは「従業員が
充足しているため」が５５社、次いで「新卒者以外を採用しているため」が３６社と
なっています。

※「割合」欄の数値は小数点第２位で四捨五入しているため、合計値が１００％にな
らない場合があります。

従業員が充足しているため
 55

(40.4%)

業績不振または経営合理化のため
 12

(8.8%)

新卒者以外を採用しているた

め
 36

(26.5%)

その他
 33

(24.3%)

令和４年４月の新卒者採用予定がない場合、その理由

単位：社
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７　令和２年１月～令和３年１２月に離職した正規従業員の離職理由

令和２年１月～令和３年１２月に離職した正規従業員の離職理由

区分

事
業
所
数

社

建設業 20

製造業 5

卸小売業 14

サービス業 71

その他 1

計 111

定
年

妊
娠
・
出
産
・
育
児

介
護

け
が
・
病
気

ス
ト
レ
ス
・
う
つ

懲
戒
解
雇

そ
の
他
自
己
都
合
等

合
計

人 人 人 人 人 人 人 人

1 0 0 1 0 0 36 38

2 0 0 0 0 0 19 21

5 0 0 0 0 0 32 37

13 7 3 10 1 1 270 305

0 0 0 0 0 0 7 7

21 7 3 11 1 1 364 408

割合 5.1% 1.7% 0.7% 2.7% 0.2% 0.2% 89.2% 100.0%

　令和２年１月～令和３年１２月に離職した正規従業員数は１１１社４０８人で、理
由別では、「その他の自己都合等」が最も多く３６４人、次いで「定年」の２１人と
なっています。
　業種別では、「サービス業」が最も多く７１社３０５人、次いで「建設業」の２０社
３８人となっています。

※「割合」欄の数値は小数点第２位で四捨五入しているため、合計値が１００％にな
らない場合があります。

定年

21
(5.1%)

妊娠・出産・育児

7
(1.7%)

介護

3
(0.7%) けが・病気

11
(2.7%)

懲戒解雇

1
(0.2%)

その他自己都合等

364
(89.2%)

単位：人令和２年１月～令和３年１２月に離職した正規従業員の離職理由
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８　労働力の充足状況

労働力の充足状況

区分

事
業
所
数
社

建設業 30

製造業 11

卸小売業 35

サービス業 86

その他 5
活
用

計 167 9

充足し
ている

不足し
ている

過剰で
ある

無回答

社 社 社 社

6 23 0 1

4 7 0 0

22 13 0 0

41 44 0 1

2 3 0 0

75 90 0 2

割合 44.9% 53.9% 0.0% 1.2%

※R1調査時割合 48.3% 50.8% 0.0% -

　労働力が「充足している」のは１６７社中７５社となっています。
　業種別では、「サービス業」が最も多く４１社となっています。　

※「割合」欄の数値は小数点第２位で四捨五入しているため、合計値が１００％
にならない場合があります。

充足している

75
(44.9%)

不足している
90

53.9%

無回答
2

1.2%

労働力の充足状況
単位：社
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９　派遣社員の活用状況

派遣社員の活用状況

区分

事
業
所
数
社

建設業 30

製造業 11

卸小売業 35

サービス業 86

その他 5
活
用

計 167 9

活用し
ている

活用を
検討

活用予
定なし

無回答

社 社 社 社

3 2 22 3

1 2 8 0

3 1 31 0

1 2 3 80

0 1 4 0

8 8 68 83

割合 4.8% 4.8% 40.7% 49.7%

※R1調査時割合 7.5% 8.3% 84.2% -

　派遣社員を「活用している」のは１６７社中８社となっています。
　業種別では、「建設業」「卸小売業」が最も多く共に３社となっています。

※「割合」欄の数値は小数点第２位で四捨五入しているため、合計値が１００％
にならない場合があります。

活用している

8
(4.8%)

活用を検討
8

4.8%

活用予定なし
68

40.7%

無回答
83

49.7%

派遣社員の活用状況
単位：社

- 16 -



１０　雇用について問題を感じていること

雇用について問題を感じていること（複数回答）

区分

事
業
所
数

社

建設業 30

製造業 11

卸小売業 35

サービス業 86

その他 5

計 167

その他の内容

人材の
確保が
難しい

若年層
の定着
率が低
い

従業員
の高齢
化

人件費
が高い

労働時
間の短
縮が難
しい

福利厚
生を充
実させ
る余裕
がない

技術の
継承が
難しい

特に
ない

そ
の
他

無
回
答

社 社 社 社 社 社 社 社 社 社

23 13 23 2 5 1 11 1 0 0

8 3 7 3 3 0 3 1 0 0

17 9 14 4 5 3 2 8 1 2

62 29 40 12 9 6 22 8 2 3

3 2 1 0 0 0 2 2 1 0

113 56 85 21 22 10 40 20 4 5

割合 30.1% 14.9% 22.6% 5.6% 5.9% 2.7% 10.6% 5.3% 1.1% 1.3%

・採用コストが高い
・人材募集をしても応募がないため、採用ができない
・単年度契約、季節短期間業務のため正規雇用できない

　「人材の確保が難しい」が最も多く１１３社、次いで「従業員の高齢化」が８５
社となっています。

※「割合」欄の数値は小数点第２位で四捨五入しているため、合計値が１００％になら
ない場合があります。

人材の確保が難しい

113
(30.1%)

若年層の定着率が低い

56

(14.9%)従業員の高齢化

85

(22.6%)

人件費が高い

21
(5.6%)

労働時間の短縮が難しい

22
(5.9%)

福利厚生を充実させる余
裕がない

10
(2.7%)

技術の継承が難しい

40
(10.6%)

特にない
20

(5.3%)

その他

4
(1.1%)

無回答
5

(1.3%)

雇用について問題を感じていること 単位：社
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１１　インターンシップ受け入れの意向

インターンシップ受け入れの意向

区分

事
業
所
数

社

建設業 30

製造業 11

卸小売業 35

サービス業 86

その他 5

計 167

受け入れ
てもよい

条件次第
では受け
入れても
よい

受け入れ
は難しい

無回答

社 社 社 社

2 12 14 2

3 2 6 0

10 8 16 1

20 18 41 7

1 3 1 0

36 43 78 10

割合 21.6% 25.7% 46.7% 6.0%

※R1調査時割合 20.8% 26.7% 48.3% -

　インターンシップを「受け入れてもよい」または「条件次第では受け入
れてもよい」としているのは１６７社中７９社で、業種別で最も多いのは
「サービス業」の３８社、次いで「卸小売業」の１８社となっています。
　令和元年度調査時と比較すると、「受け入れてもよい」または「条件次
第では受け入れてもよい」事業所が０．２ポイントの減となっています。

※「割合」欄の数値は小数点第２位で四捨五入しているため、合計値が１
００％にならない場合があります。

受け入れてもよい

36
(21.6%)

条件次第では受け
入れてもよい

43
(25.7%)

受け入れは難しい

78

(46.7%)

無回答

10

(6.0%)

インターンシップ受け入れの意向 単位：社
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１２　新卒者（正規従業員）の初任給

≪新卒者（正規従業員）の令和３年４月１日現在の初任給≫

社 円 円 円 円

建設業 10 175,800 193,744 201,475 213,609

製造業 5 160,000 168,760 193,450 216,667

卸小売業 19 165,333 160,613 173,403 205,206

サービス業 40 173,269 171,093 179,385 174,380

その他 1 160,000 160,000 160,000 160,000

区　　分

事
業
所
数

中　学　卒 高　校　卒 短大・専門卒 大　学　卒

平均
75

166,881 170,842 181,543 193,972

　中学卒では、「建設業」が最も高く、１７５，８００円となっています。次いで
「サービス業」が１７３，２６９円となっています。
　高校卒では、「建設業」が最も高く、１９３，７４４円となっています。次いで
「サービス業」が１７１，０９３円となっています。
　短大・専門卒では、「建設業」が最も高く、２０１，４７５円となっています。次い
で「製造業」が１９３，４５０円となっています。
　大学卒では、「製造業」が最も高く、２１６，６６７円となっています。次いで「建
設業」が２１３，６０９円となっています。

（合計）

平均
166,881

平均
170,842

平均
181,543

平均
193,972

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

中　学　卒 高　校　卒 短大・専門卒 大　学　卒

令和３年４月１日現在の初任給 単位：円

建設業 製造業 卸小売業

サービス業 その他 平均
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１３　平均年齢・平均給与月額（正規従業員）

平均年齢・平均給与月額（正規従業員）

男 女 男 女

社 歳 歳 円 円

建設業 28 63.7 53.3 399,896 183,115

製造業 11 41.1 48.2 290,952 199,403

卸小売業 29 64.2 47.3 492,368 239,769

サービス業 71 41.8 42.9 331,816 212,202

その他 4 56.7 39.7 459,979 248,867

平均 143 53.5 46.3 395,002 216,671

　平均年齢は、「その他」女性の３９．７歳が最も若く、次いで「製造業」男性の４１．１歳となってい
ます。
　平均給与月額は、「卸小売業」男性が４９２，３６８円と最も高く、次いで「その他」男性が４５９，
９７９円となっています。

区　　　分

事
業
所
数

平　均　年　齢 平　均　給　与　月　額

（合計）

63.7

41.1

64.2

41.8

56.7
53.3

48.2 47.3
42.9

39.7

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

建設業 製造業 卸小売業 サービス業 その他

平　均　年　齢 女性単位：歳 男性

399,896

290,952

492,368

331,816

459,979

183,115 199,403
239,769

212,202
248,867

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

建設業 製造業 卸小売業 サービス業 その他

平　均　給　与　月　額 女性単位：円 男性
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１４　一時金の支給状況

一時金の支給状況

有 支給率 支給額 無 有 支給率 支給額 無 有 支給率 支給額 無
社社 月 円 社 社 月 円 社 社 月 円 社

建設業 30 19 1.2 293,019 10 19 1.3 329,727 10 9 0.9 250,000 20

製造業 11 9 1.6 452,033 2 10 2.0 582,200 2 0 - - 9

卸小売業 35 27 1.6 414,628 8 25 1.7 482,230 8 8 1.1 309,000 24

サービス業 86 63 1.5 277,697 21 56 1.6 454,326 21 18 1.3 264,150 65

その他 5 3 - 287,500 2 3 - 324,188 2 0 - - 5

73.8% - - 26.2% 72.4% - - 27.6% 22.2% - - 77.8%

96 1.4 343,137 18 99 1.7 397,960 15 30 1.1 234,727 75

84.2% - - 15.8% 86.8% - - 13.2% 28.6% - - 71.4%

夏　期　手　当 年　末　手　当 決算（期末）手当

割合

※R1調査時平均

※R1調査時割合

　夏期手当は回答があった事業所のうち７３．８％の１２１社が支給しており、平均
支給額は３４４，９７５円となっています。
　年末手当は回答があった事業所のうち７２．４％の１１３社が支給しており、平均
支給額は４３４，５３４円となっています。
　決算（期末）手当は回答があった事業所のうち２２．２％の３５社が支給してお
り、平均支給額は２７４，３８３円となっています。

区　　分

事
業
所
数

平均 167 121 1.5 344,975 43 113 1.7 434,534 43 35 1.1 274,383 123

※「割合」欄の数値は小数点第２位で四捨五入しているため、合計値が１００％にな
らない場合があります。

3.4 3.6

4.4 4.4

0.0

3.2

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0

3.5

4.0

4.5

5.0

建　設　業 製　造　業 卸 小 売 業 サービス業 そ　の　他 平均

一時金年間支給率 単位：月分

（合計）
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１５　家族手当の支給状況

家族手当の支給状況

配偶者 第１子 第２子 第３子 第４子 父母

社社円 円 円 円 円 円 社社

建設業 30 12 9,400 5,333 5,375 5,833 5,833 12,500 17 1

製造業 11 9 6,967 7,033 6,922 8,383 8,260 - 2 0

卸小売業 35 16 9,227 4,846 4,500 4,800 5,125 3,250 18 1

サービス業 86 42 10,309 5,335 5,169 4,503 4,729 5,091 41 3

その他 5 2 10,000 5,000 - - - - 3 0
(合計)

167
48.5% - - - - - - 48.5% 2.9%

67 13,906 5,219 4,902 4,571 4,546 5,183 46 -

59.3% - - - - - - 40.7% -

支　　給　　内　　容

割合

※R1調査時平均

※R1調査時割合

　「支給している」事業所は１６７社のうち４８．５％の８１社で、平均支給額は
配偶者の９，１８１円が最も高く、次いで父母、第４子、第３子、第１子、第２子
の順になっています。
　また、「支給していない」事業所は、８１社となっています。
　令和元年度調査時と比較すると「支給している」事業所が１０．８ポイント減少
となっています。

区　　分

事
業
所
数

支
給
し
て
い
る

支
給
し
て
い
な
い

無
回
答

平均
81 9,181 5,510 5,492 5,880 5,987 6,947 81 5

配偶者 第1子 第2子 第3子 父母第4子

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

建設業 製造業 卸小売業 サービス業 その他 平均

家族手当の支給額 
単位：円

（合計） （合計） （合計）
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１６　通勤手当の支給状況

通勤手当の支給状況

全額支給
実費に上
限を設け
て支給

距離に
応じて
支給

その他 平均額

社 社 社 社 社 社 円 社 社

建設業 30 18 3 3 8 4 10,079 11 1

製造業 11 10 1 1 7 1 6,434 1 0

卸小売業 35 30 3 9 16 2 6,629 5 0

サービス業 86 82 7 25 46 4 4,809 4 0

その他 5 3 1 0 1 1 4,200 2 0

6,430

85.6% 10.5% 26.6% 54.5% 8.4% - 13.8% 0.6%

支　　給　　内　　訳

割合

　「支給している」事業所は１６７社のうち８５．６％の１４３社で、そのうち全
額支給している事業所が１５社、実費に上限を設けて支給している事業所が３８
社、距離に応じて支給している事業所が７８社、その他が１２社で、平均支給額は
６，４３０円となっています。
　また、「支給していない」事業所は１３．８％の２３社となっています。

区　　分

事
業
所
数

支
給
し
て
い
る

支
給
し
て
い
な
い

無
回
答

合計 167 143 15 38 78 12 23 1

※「割合」欄の数値は小数点第２位で四捨五入しているため、合計値が１００％に
ならない場合があります。

60.0%

90.9% 85.7%
95.3%

60.0%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

建　設　業 製　造　業 卸 小 売 業 サービス業 そ　の　他

通勤手当の支給状況 支給割合

(平均)
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１７　燃料手当の支給状況

燃料手当の支給状況

社 社 円 円 社 社

建設業 30 7 94,717 45,360 22 1

製造業 11 7 94,394 55,454 4 0

卸小売業 35 17 108,620 45,420 18 0

サービス業 86 33 100,752 54,186 51 2

その他 5 0 - - 5 0
（合計） （合計） （合計） （合計）

167 64 99,621 50,105 100 3

38.3% - - 59.9% 1.8%

支　給　年  額

割合

　「支給している」事業所は１６７社のうち３８．３％の６４社で、世帯主の平均支給年
額は９９，６２１円、非世帯主の平均支給年額は５０，１０５円となっています。
　また、「支給していない」事業所は５９．９％の１００社となっています。

区　　分

事
業
所
数

支
給
し
て
い
る

支
給
し
て
い
な
い

無
回
答世帯主 世帯主以外

平均

23.3%

63.6%

48.6%
38.4%

0.0%0%

20%

40%

60%

80%

100%

建　設　業 製　造　業 卸 小 売 業 サービス業 そ　の　他

燃料手当の支給状況 支給割合
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１８　住居手当の支給状況

住居手当の支給状況

持　家 借　家 その他 持　家 借　家 その他

社社 円 円 円 円 円 円 社 社

建設業 30 11 19,833 14,200 19,000 13,500 17,400 10,333 18 1

製造業 11 6 36,550 11,000 5,200 - - - 5 0

卸小売業 35 9 17,688 12,200 40,750 11,500 17,900 10,200 23 3

サービス業 86 38 13,884 11,528 17,616 9,306 12,361 7,154 46 2

その他 5 2 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 3 0

（合計）

167

39.5% - - - - - - 56.9% 3.6%

51 15,824 14,758 16,957 10,945 8,814 8,552 63 -

46.4% - - - - - - 53.6% -

支　　　給　　　内　　　訳

世　　　帯　　　主 世　帯　主　以　外

割　合

※H29調査時平均

※H29調査時割合

　「支給している」事業所は１６７社のうち３９．５％の６６社で、世帯主の平均支給額
は、持家で１９，５９１円、借家で１１，７８６円、その他で１８，５１３円、世帯主以外
の場合、持家で１１，０７６円、借家で１４，４１５円、その他で９，４２２円となってい
ます。
　また、「支給していない」事業所は５６．９％の９５社となっています。
　令和元年度調査時と比較すると「支給している」事業所が６．９ポイントの減となってい
ます。

区　　分

事
業
所
数

支
給
し
て
い
る

支
給
し
て
い
な
い

無
回
答

平均
66 19,591 11,786 18,513 11,076 14,415 9,422 95 6

36.7%

54.5%

25.7%

44.2% 40.0%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

建　設　業 製　造　業 卸 小 売 業 サービス業 そ　の　他

住居手当の支給状況 支給割合

（合計） （合計）
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１９　時間外勤務（正規従業員）

≪時間外勤務≫

時間外勤務時間（正規従業員）

（１カ月平均）

社 　　時間　　分

建設業 30 12時間30分

製造業 11 20時間10分

卸小売業 35 10時間0分

サービス業 86 12時間40分

その他 5 10時間0分
（合計）

167

17時間34分

#REF! #REF! #REF!

#REF! #REF! #REF!

#REF! #REF! #REF!

#REF! #REF! #REF!

#REF! #REF! #REF!

h #REF! #REF! #REF!

m #REF! #REF! #REF!

※R1調査時平均

　１カ月の平均時間外勤務時間については、１２時間５２分となっており、業種別で
は「製造業」が２０時間１０分と最も長く、次いで「サービス業」の１２時間４０分
となっています。
　令和元年度調査時と比較すると、１カ月の平均時間外勤務時間は４時間４２分減少
しています。

区　　分

事
業
所
数

時間外勤務時間

平均 12時間52分

12時間30分

20時間10分

10時間0分

12時間40分

10時間0分

12時間52分

建設業 製造業 卸小売業 サービス業 その他 平均

時間外勤務時間 単位：時分
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２０　週休２日制（正規従業員）

週休２日制の実施状況

完　

全

月
３
回

月
２
回

月
１
回

そ
の
他

実
施
予
定

検
討
中

予
定
な
し

社社社社社社社社社社社社

建設業 30 17 6 1 4 4 2 11 8 0 3 2

製造業 11 11 4 1 3 3 0 0 0 0 0 0

卸小売業 35 29 14 2 7 1 5 0 0 0 0 6

サービス業 86 66 30 7 13 13 3 14 9 0 5 6

その他 5 3 1 0 1 1 0 2 2 0 0 0

合計 167 126 55 11 28 22 10 27 19 0 8 14

75.4% - - - - - 16.2% - - - 8.4%

週　休　２　日　制

内　　　　　訳 内　　訳

割合

　週休２日制を「実施している」事業所は１６７社のうち７５．４％の１２６社で、
うち「完全実施｣が５５社、「月３回」が１１社、「月２回」が２８社、「月１回」が
２２社、「その他」が１０社となっています。
　また、「実施していない」事業所は１６．２％の２７社となっています。

区　　分

事
業
所
数

実
施
し
て
い
る

実
施
し
て
い
な
い

無
回
答

17

11

29

66

3

11

14

2

2

6

6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建設業

製造業

卸小売業

サービス業

その他

週休２日制の実施状況 

実施していない実施している 

単位：社

無回答
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２１　祝日（正規従業員）

祝日について

社社社社 社

建設業 30 12 11 6 1 ※その他の内容

製造業 11 4 3 4 0 ・変形労働制

卸小売業 35 13 1 19 2 ・シフト制

サービス業 86 32 19 32 3 ・基本的に出勤日となっている

その他 5 1 1 3 0 ・会社カレンダーによる

合計 167 55 22 32 6 ・正月やゴールデンウィークのみ休み

47.8% 19.1% 27.8% 5.2% ・現場の状況等による

62 24 49 - ・祝日は出勤、平日に振り替えている

45.9% 17.8% 36.3% -

祝　日

割合

※R1調査時合計

※R1調査時割合

　祝日については、「全部休み」が１６７社のうち４７．８％の５５社、「一部休み」
が１９．１％の２２社となっています。
　令和元年度調査時と比較すると、「全部休み」が１．９ポイントの増加となっていま
す。

区　　分

事
業
所
数

全
部
休
み

一
部
休
み

そ
の
他

無
回
答

※「割合」欄の数値は小数点第２位で四捨五入しているため、合計値が１００％にな
　らない場合があります。

12

4

13

32

1

11

3

1

19

1

6

4

19

32

3

1

2

3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建設業

製造業

卸小売業

サービス業

その他

祝日について 

全部休み 一部休み その他

単位：社

無回答
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年次有給休暇制度

社社 ％ 日 日 日 社 社

建設業 30 22 73.3 7.1 16.2 48.3 5 3

製造業 11 11 100.0 8.9 17.4 47.8 0 0

卸小売業 35 31 88.6 8.3 16.2 55.5 2 2

サービス業 86 75 87.2 8.2 16.7 51.2 7 4

その他 5 3 60.0 5.0 15.0 66.5 2 0
（合計） (合計）

16 9

85.0% - - - - 9.6% 5.4%

２２　『労働基準法』により付与が義務づけられている年次有給休暇の付与日数

付与している

割合

　年次有給休暇を「付与している」事業所は１６７社のうち８５．０％の１４２社で、年次
有給休暇を付与していない事業所は９．６％の１６社となっています。

区　　分

事
業
所
数

付
与
し
て
い
な
い

無
回
答

割　
　
　

合

平
均
取
得
日
数

平
均
付
与
日
数

平
均
取
得
率

平均 167 142 － 7.5 16.3 53.9 

22

11

31

75

3

5 

2 

7 

2 

3

2

4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建設業

製造業

卸小売業

サービス業

その他

年次有給休暇制度

付与していない 付与している

 

 

単位：社

無回答
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２３ 定年制度

定年制度

社社 歳社社

建設業 30 18 63.6 12 12

製造業 11 9 62.8 2 2

卸小売業 35 26 62.3 8 9

サービス業 86 66 62.2 17 20

その他 5 2 60.0 3 3

合計 167 121 62.2 42 46 72.46%

72.5% - 25.1% 27.5%

90 61.0825 23 - ######

79.6% - 20.4% -

割合

※R1調査時合計

※R1調査時割合

　定年制度が「ある」事業所は１６７社のうち７２．５％の１２１社で、定年制度が「な
い」事業所は２５．１％の４２社となっています。
　令和元年度調査時と比較すると、定年制度が「ある」事業所は７．１ポイントの減となっ
ています。

区　　分

事
業
所
数

あ
る

な
い

無
回
答

年
齢

18

9

26

66

2

12

2

8

17

3

12

2

9

20

3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建設業

製造業

卸小売業

サービス業

その他

定年制度

ない

単位：社

ある 無回答
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２４　高年齢者の６５歳までの安定した雇用の確保を目的とした『高年齢者雇用安定法』

　　　への対応

『高年齢者雇用安定法』への対応（複数回答可）

社 社 社 社 社 社 社社社

建設業 30 5 11 6 3 2 0 3 3 5 3

製造業 11 4 5 1 0 0 0 0 1 0 0

卸小売業 35 8 18 1 2 2 0 5 3 4 5

サービス業 86 19 55 5 1 8 1 10 5 10 10

その他 5 0 1 0 0 1 0 3 0 1 3

合計 167 36 90 13 6 13 1 21 12

21.6% 53.9% 7.8% 3.6% 7.8% 0.6% 12.6% 7.2%

　『高年齢者雇用安定法』に「対応済みである」事業所は１６７社のうち８３．２％の１３９
社となっています。

対応済みである 対応する予定である

割合

区　　分

事
業
所
数

対
応
す
る
予
定
は

な
い

無
回
答

定
年
年
齢
の

引
き
上
げ

継
続
雇
用
制

度
を
導
入

定
年
制
度
を

廃
止

定
年
年
齢
の

引
き
上
げ

継
続
雇
用
制

度
を
導
入

定
年
制
度
を

廃
止

※「割合」欄の数値は小数点第２位で四捨五入しているため、合計値が１００％にならない場
合があります。

5

4

8

19

11

5

18

55

1

6

1

1

5

3

2

1

2

2

8

1

1

0

3

5

10

3

3

1

3

5

建設業

製造業

卸小売業

サービス業

その他

『高年齢者雇用安定法』への対応
単位：社

(対応済みである)
定年年齢の引き上

(対応済みである)継
続雇用制度を導入

(対応済みであ

る)定年制度を廃

(対応する予定であ

る)定年年齢の引き

(対応する予定である)
継続雇用制度を導入

(対応する予定である)
定年制度を廃止

対応する予定はない 無回答
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２５　退職金制度

退職金制度（複数回答）

社社社社社社社社

建設業 30 29 5 10 18 2 2 1 ・建設業退職金共済制度を採用しているから

製造業 11 9 4 1 5 0 1 1

卸小売業 35 29 20 1 8 1 1 4

サービス業 86 60 39 3 18 5 3 24

その他 5 3 0 0 1 1 1 2

合計 167 130 68 15 50 9 8 32 77.84%

77.8% - - - - - 19.2%

105 - - - - - 15 ######

87.5% - - - - - 12.5%

　退職金制度の「ある」事業所は、１６７社のうち７７．８％の１３０社となっていま
す。
　令和元年度調査時と比較すると、退職金制度の「ある」事業所は９．７ポイントの減
となっています。

内　　容

その他の理由

割合

※R1調査時合計

※R1調査時割合

区　　分

事
業
所
数

あ
る

な
い

自
社
独
自

特
退
共

中
退
共

慣
例
等

そ
の
他

29

9

29

60

3

1

1

4

24

2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建設業

製造業

卸小売業

サービス業

その他

退職金制度 

ある ない

単位：社
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２６　今後の高齢者の雇用

今後の高齢者の雇用

社社社 社社

建設業 30 1 29 0 0

製造業 11 0 11 0 0

卸小売業 35 5 26 1 3

サービス業 86 5 72 3 6

その他 5 0 5 0 0

合計 167 11 143 4 9

6.6% 85.6% 2.4% 5.4%

10.8% 79.2% 3.3% -

割合

※R1調査時割合

　今後の高齢者の雇用について、「現状維持」が１６７社のうち８５．６％の１４３社
と最も多く、次いで「増やしたい」が６．６％の１１社、「減らしたい」が２．４％の
４社となっています。
　令和元年度調査時と比較すると「増やしたい」事業所が４．２ポイントの減となって
います。

区　　分

事
業
所
数

増
や
し
た
い

現
状
維
持

減
ら
し
た
い

無
回
答

※「割合」欄の数値は小数点第２位で四捨五入しているため、合計値が１００％になら
ない場合があります。

1

5

5

29

11

26

72

5

1

3

3

6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建設業

製造業

卸小売業

サービス業

その他

今後の高齢者の雇用 

増やしたい 現状維持 減らしたい

単位：社

無回答
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２７　各種保護制度の正規従業員の利用状況（生理休暇制度）

≪生理休暇制度≫

≪正規従業員による生理休暇制度の利用状況≫

生理休暇制度

社 社 社

建設業 30 8 22

製造業 11 5 6

卸小売業 35 14 21

サービス業 86 44 42

その他 5 1 4

合計 167 72 95

43.1% 56.9%

正規従業員による生理休暇制度の利用状況

取
得
人
数

取
得
日
数

社 人 日

建設業 1 1 1

製造業 0 0 0

卸小売業 0 0 0

サービス業 1 0 0

その他 0 0 0

合計 2 1 1

割合

　生理休暇制度を「法に従って措置している」事業者は１６７社のうち４３．１％の７２社となっていま
す。

　正規従業員による生理休暇制度の利用状況は、合計取得人数は１人、合計取得日数は１日となっていま
す。

区　　分

事
業
所
数

措
置
し
て
い
る

措
置
し
て
い
な
い

区　　分

事
業
所
数

生理休暇制度

措置している 措置していない

8

5

14

44

1

22

6

21

42

4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

建設業

製造業

卸小売業

サービス業

その他

生理休暇制度 単位：社
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２８　各種保護制度の正規従業員の利用状況（産前産後休暇制度）

≪産前産後休暇制度≫

≪正規従業員による産前産後休暇制度の利用状況≫

産前産後休暇制度

社 社 社

建設業 30 9 21

製造業 11 7 4

卸小売業 35 22 13

サービス業 86 52 34

その他 5 1 4

合計 167 91 76

54.5% 45.5%

正規従業員による産前産後休暇制度の利用状況

取
得
人
数

取
得
日
数

社 人 日

建設業 0 0 0

製造業 1 1 0

卸小売業 3 1 70

サービス業 9 3 96

その他 0 0 0

合計 13 6 166

割合

産前産後

休暇制度

　産前産後休暇制度を「法に従って措置している」事業者は１６７社のうち５４．５％の９１社となって
います。

　正規従業員による産前産後休暇制度の利用状況は、合計取得人数は６人、合計取得日数は１６６日と
なっています。

区　　分

事
業
所
数

措
置
し
て
い
る

措
置
し
て
い
な
い

区　　分

事
業
所
数

措置している 措置していない

9

7

22

52

1

21

4

13

34

4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

産前産後休暇制度 単位：社
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２９　各種保護制度の正規従業員の利用状況（育児休業制度）

≪育児休業制度≫

≪正規従業員による育児休業制度の利用状況≫

育児休業制度

社 社 社

建設業 30 9 21

製造業 11 7 4

卸小売業 35 24 11

サービス業 86 56 30

その他 5 1 4

合計 167 97 70

58.1% 41.9%

正規従業員による育児休業制度の利用状況

取
得
人
数

（
男
）

取
得
人
数

（
女
）

取
得
日
数

（
男
）

取
得
日
数

（
女
）

社 人 人 日 日

建設業 0 0 0 0 0

製造業 1 0 2 0 0

卸小売業 4 1 2 5 184

サービス業 11 1 2 366 215

その他 0 0 0 0 0

合計 16 2 6 371 398

割合

　育児休業制度を「法に従って措置している」事業者は１６７社のうち５８．１％の９７社となっていま
す。

　正規従業員による育児休業制度の利用状況は、合計取得人数は男性が２人、女性が６人、合計取得日数
は男性が３７１日、女性が３９８日となっています。

区　　分

事
業
所
数

措
置
し
て
い
る

措
置
し
て
い
な
い

区　　分

事
業
所
数

育児休業制度

措置している

 

措置していない

9

7

24

56

1

21

4

11

30

4

0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

育児休業制度 単位：社
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３０　育児時間制度

≪育児時間制度≫

≪正規従業員による育児時間制度の利用状況≫

育児時間制度

社 社 社

建設業 30 6 24

製造業 11 6 5

卸小売業 35 14 21

サービス業 86 34 52

その他 5 2 3

合計 167 62 105

37.1% 62.9%

正規従業員による育児時間制度の利用状況

取
得
人
数

（
女
）

取
得
日
数

（
女
）

社 人 日

建設業 0 0 0

製造業 1 1 0

卸小売業 1 2 0

サービス業 2 2 162

その他 0 0 0

合計 4 5 162

割合

　育児時間制度を「法に従って措置している」事業者は１６７社のうち３７．１％の６２社と
なっています。

　正規従業員による育児時間制度の合計取得人数の実績は５人、合計取得日数は１６２日と
なっています。

区　　分

事
業
所
数

措
置
し
て
い
る

措
置
し
て
い
な
い

区　　分

事
業
所
数

育児時間制度

6

6

14

34

2

24

5

21

52

3

0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

育児時間制度 単位：社

措置している

 

措置していない
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３１　介護休業制度

≪介護休業制度≫

≪正規従業員による介護休業制度の利用状況≫

介護休業制度

社社社

建設業 30 8 22

製造業 11 6 5

卸小売業 35 21 14

サービス業 86 49 37

その他 5 1 4

合計 167 85 82
50.9% 49.1%

正規従業員による介護休業制度の利用状況

取
得
人
数

（
男
）

取
得
人
数

（
女
）

取
得
日
数

（
男
）

取
得
日
数

（
女
）

社人人日日

建設業 0 0 0 0 0

製造業 0 0 0 0 0

卸小売業 1 0 1 0 0

サービス業 1 0 1 0 13

その他 0 0 0 0 0

合計 2 0 2 0 13

割合

　介護休業制度を「法に従って措置している」事業者は１６７社のうち５０．９％の
８５社となっています。

　正規従業員による介護休業制度の利用状況は、合計取得人数は男性が０人、女性が
２人、合計取得日数は男性が０日、女性が１３日となっています。

区　　分

事
業
所
数

措
置
し
て
い
る

措
置
し
て
い
な
い

区　　分

事
業
所
数

介護休業制度

措置している 措置していない

8

6

21

49

1

22

5

14

37

4

0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

建設業

製造業

卸小売業

サービス業

その他

介護休業制度 単位：社
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３２　『女性活躍推進法』に定められている行動計画策定について

行動計画の策定状況

社社社社社社

建設業 30 0 0 1 15 14

製造業 11 3 1 0 5 2

卸小売業 35 8 4 1 11 11

サービス業 86 19 3 4 37 23

その他 5 0 0 1 2 2

合計 167 30 8 7 70 52

18.0% 4.8% 4.2% 41.9% 31.1%割合

　『女性活躍推進法』に定められている行動計画を「策定し公表している」事業所
は、１６７社のうち１８．０％の３０社となっています。
　一方、４１．９％の７０社が行動計画策定の「課題分析を行っている」としてい
ます。

区　　分

事
業
所
数

策
定
し
公
表

し
て
い
る

策
定
中

策
定
等
を
予

定
し
て
い
る

課
題
分
析
を

行
っ
て
い
る

無
回
答

3

8

19

1

4

3

1

1

4

1

15

5

11

37

2

14

2

11

23

2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建設業

製造業

卸小売業

サービス業

その他

行動計画の策定状況 

策定し公表している 策定中 策定等を予定している

課題分析を行っている

単位：社

無回答
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３３　妊娠・出産・育児・介護のため退職した方の再雇用制度

妊娠・出産・育児・介護のため退職した方の再雇用制度

社社社社社

建設業 30 3 7 9 11

製造業 11 2 2 6 1

卸小売業 35 11 8 12 4

サービス業 86 24 18 35 9

その他 5 1 3 1 0

合計 167 41 38 63 25

24.6% 22.8% 37.7% 15.0%

39 30 41 -

32.5% 25.0% 34.2% -

　再雇用制度が「ある」事業所は１６７社のうち２４．６％の４１社となっていま
す。

　令和元年度調査時と比較すると、「ある」事業所は７．９ポイントの減となってい
ます。

割合

※R1調査時合計

※R1調査時割合

区　　分

事
業
所
数

あ
る

検
討
中

な
い

無
回
答

3

2

11

24

1

7

2

8

18

3

9

6

12

35

1

11

1

4

9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建設業

製造業

卸小売業

サービス業

その他

妊娠・出産・育児・介護のため退職した方の

再雇用制度 

ある 検討中 ない

単位：社

無回答
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３４　『男女雇用機会均等法』

『男女雇用機会均等法』の認知度

社社社社社

建設業 30 20 8 0 2

製造業 11 6 4 0 1

卸小売業 35 27 5 2 1

サービス業 86 59 21 2 4

その他 5 0 1 1 3

合計 167 112 39 5 11

67.1% 23.4% 3.0% 6.6%割合

　『男女雇用機会均等法』を「知っている」事業者は、１６７社のうち６７．１％
の１１２社、「名前は知っている」事業者は２３．４％の３９社となっています。

区　　分

事
業
所
数

無
回
答

知
っ
て
い
る

名
前
は
知
っ

て
い
る

知
ら
な
い

※「割合」欄の数値は小数点第２位で四捨五入しているため、合計値が１００％に
ならない場合があります。

20

6

27

59

8

4

5

21

1

0

0

2

2

1

2

1

1

4

3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建設業

製造業

卸小売業

サービス業

その他

『男女雇用機会均等法』の認知度 

知っている 名前は知っている

単位：社

知らない 無回答
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３５　事業所内で女性が占める役職者（管理職以上）の割合

男女別管理職以上の役職者数

社人人
女性役職
者

男性役職
者

建設業 30 53 10 #REF! #REF!

製造業 11 21 3 #REF! #REF!

卸小売業 35 63 26 #REF! #REF!

サービス業 86 240 91 #REF! #REF!

その他 5 5 4 #REF! #REF!

合計 167 382 134

※R1調査時合計 310 90

　管理職以上の役職者に占める女性の割合は、２６％となっており、令和元年度調査
時と比較すると３.５ポイントの増となっています。

区　　分

事
業
所
数

男
性
役
職
者

女
性
役
職
者

53

21

63

240

5

10

3

26

91

4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建設業

製造業

卸小売業

サービス業

その他

役職者（管理職以上）の男女別人数

女性 男性

単位：人
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３６　障がい者の雇用

障がい者の雇用

社社社

建設業 30 1 29

製造業 11 2 9

卸小売業 35 9 26

サービス業 86 16 66

その他 5 1 4

合計 167 29 134

17.8% 82.2%

　障がい者を「雇用している」事業所は１６７社のうち１７．８％の２９社となって
います。

割合

区　　分

事
業
所
数

雇
用
し
て
い
る

雇
用
し
て
い
な
い

1

2

9

16

1

29

9

26

66

4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建設業

製造業

卸小売業

サービス業

その他

障がい者の雇用

雇用している 雇用していない

単位：社
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３７　障がいの種類別の雇用人数（正規従業員）

正規従業員のうち、障がいの種類別の雇用人数

社人人人人人

建設業 1 2 0 0 0 0

製造業 2 1 0 0 0 0

卸小売業 9 1 3 0 0 0

サービス業 16 1 3 1 0 0

その他 1 1 0 0 0 0

合計 29 6 6 1 0 0

46.2% 46.2% 7.7% 0.0% 0.0%割合

　障がいの種類のうち、「身体障がい」と「知的障がい」が全体の４６．２%の６人と
なっています。

区　　分

事
業
所
数

身
体
障
が
い

知
的
障
が
い

精
神
障
が
い

発
達
障
が
い

そ
の
他

※「割合」欄の数値は小数点第２位で四捨五入しているため、合計値が１００％になら
ない場合があります。

2

1

1

1

1

3

3 1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建設業

製造業

卸小売業

サービス業

その他

正規従業員のうち、障がいの種類別の雇用人数 単位：人

身体障がい 知的障がい 精神障がい

発達障がい その他
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３８　障がいの種類別の雇用人数（パートタイマー）

パートタイマー従業員のうち、障がいの種類別の雇用人数

社人人人人人

建設業 1 0 0 0 0 0

製造業 2 1 0 0 1 0

卸小売業 9 3 1 1 0 1

サービス業 16 2 2 1 9 0

その他 1 0 0 0 0 0

合計 29 6 3 2 10 1

25.9% 13.7% 10.3% 45.6% 4.6%割合

　障がいの種類のうち、「発達障がい」が全体の４５．６%に当たる１０人で最も多
く、次いで「身体障がい」が全体の２５．９％に当たる６人となっています。

区　　分

事
業
所
数

身
体
障
が
い

知
的
障
が
い

精
神
障
が
い

発
達
障
が
い

そ
の
他

※「割合」欄の数値は小数点第２位で四捨五入しているため、合計値が１００％になら
ない場合があります。

1

3

2

0

1

2

0

1

1

0

1

9

0

1

0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建設業

製造業

卸小売業

サービス業

その他

パートタイマー従業員のうち、障がいの種類別の雇用人数 単位：人

身体障がい 知的障がい 精神障がい

発達障がい その他
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３９　障がい者を雇用していない理由

障がい者雇用を行わない理由（複数回答）

社社社社社社社社社社

建設業 30 17 18 2 5 7 0 5 2 2

製造業 11 8 5 2 2 2 0 3 0 2

卸小売業 35 13 3 1 1 0 1 11 4 13

サービス業 86 37 20 5 4 5 1 18 8 60

その他 5 3 1 1 0 1 0 1 0 1

合計 167 78 47 11 12 15 2 38 14 78

46.7% 28.1% 6.6% 7.2% 9.0% 1.2% 22.8% 8.4% 46.7%

※その他の内容
・応募がない・本社で採用している

割合

  障がい者雇用を行わない理由のうち、「業務内容へ配慮が難しい（サポートが必要とな
る）」が全体の４６．７％に当たる７８社が最も多く、次いで「安全・衛生管理上の問題が
ある」が全体の２８．１％に当たる４７社となっています。

区　　分

事
業
所
数

業
務
内
容
へ
の
配
慮

が
難
し
い
（
サ
ポ
ー

ト
が
必
要
と
な
る
）

安
全
・
衛
生
管
理
上

の
問
題
が
あ
る

障
が
い
の
特
性
に
つ

い
て
理
解
す
る
必
要

が
あ
る

労
働
時
間
へ
の
配
慮

が
難
し
い

通
期
手
段
へ
の
配
慮

が
難
し
い

雇
用
し
た
い
が
ど
こ

に
相
談
し
た
ら
よ
い

か
わ
か
ら
な
い

障
が
い
の
有
無
に
関

わ
ら
ず
新
規
雇
用
の

予
定
が
な
い

そ
の
他

無
回
答

※「割合」欄の数値は小数点第２位で四捨五入しているため、合計値が１００％にならない
場合があります。

17

8

13

37

3

18

5

3

20

1

2

2

1

5

1

5

2

1

4

7

2

5

1

1

1

2

4

8

2

2

13

60

1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建設業

製造業

卸小売業

サービス業

その他

障がい者雇用に踏み切れない理由 単位：社

業務内容への配慮

が

難しい

安全・衛生管理上の問題がある
障がいの特性について理解す

る必要がある

労働時間への配慮

が難しい
通期手段への配慮が難しい 雇用したいがどこに相談し

たらよいかわからない
無回答その他
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４０　『障害者の雇用促進等に関する法律』等の認知

障害者の雇用の促進等に関する法律等の認知

社社社社社

建設業 30 12 15 1 2

製造業 11 4 4 2 1

卸小売業 35 16 9 4 6

サービス業 86 35 23 8 20

その他 5 3 1 0 1

合計 167 70 52 15 30

41.9% 31.1% 9.0% 18.0%

　障害者の雇用の促進等に関する法律や雇用促進のための制度について「知ってい
る」事業所は１６７社のうち４１．９％の７０社となっています。

割合

区　　分

事
業
所
数

知
っ
て
い
る

聞
い
た
こ
と
は
あ
る
が

内
容
は
分
か
ら
な
い

知
ら
な
い

無
回
答

※「割合」欄の数値は小数点第２位で四捨五入しているため、合計値が１００％にな
らない場合があります。

12

4

16

35

3

15

4

9

23

1

1

2

4

8

2

1

6

20

1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建設業

製造業

卸小売業

サービス業

その他

障害者の雇用の促進等に関する法律等の認知 単位：社

知っている 聞いたことはあるが

内容は分からない
知らない 無回答
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４１　令和３年３月１日からの法定雇用率の上昇の認知

令和３年３月１日からの法定雇用率の上昇の認知

社社社社

建設業 30 13 16 1

製造業 11 5 6 0

卸小売業 35 16 15 4

サービス業 86 45 29 12

その他 5 2 3 0

合計 167 81 69 17

48.5% 41.3% 10.2%割合

　令和３年３月１日からの法定雇用率の上昇について「知っている」事業所は１６７
社のうち４８．５％の８１社となっています。

区　　分

事
業
所
数

知
っ
て
い
る

知
ら
な
い

無
回
答

13

5

16

45

2

16

6

15

29

3

1

4

12

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建設業

製造業

卸小売業

サービス業

その他

令和３年３月１日からの

法定雇用率の上昇の認知

知っている 知らない

単位：社

無回答
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４２　市内の障がい者就労支援施設の認知

市内の障がい者就労支援施設の認知

社社社社社

建設業 30 9 13 7 1

製造業 11 3 5 3 0

卸小売業 35 13 15 6 1

サービス業 86 30 34 19 3

その他 5 1 2 2 0

合計 167 56 69 37 5

33.5% 41.3% 22.2% 3.0%割合

　市内の障がい者就労支援施設について「施設の内容等を把握している」事業所は１６
７社のうち３３．５％の５６社となっています。

区　　分

事
業
所
数

施
設
の
内
容
等
を
把

握
し
て
い
る

名
前
の
み
知
っ
て
い

る

知
ら
な
い

無
回
答

※「割合」欄の数値は小数点第２位で四捨五入しているため、合計値が１００％になら
ない場合があります。

9

3

13

30

1

13

5

15

34

2

7

3

6

19

2

1

1

3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建設業

製造業

卸小売業

サービス業

その他

市内の障がい者就労支援施設の認知 単位：社

施設の内容等を把握している 名前のみ知っている

知らない 無回答
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４３　パートタイマーの諸制度

≪パートタイマーの諸制度について≫

パートタイマーの諸制度

社社社社社社社社社社

建設業 30 9 5 5 2 4 4 6 0 14

製造業 11 2 1 0 3 3 3 2 2 2

卸小売業 35 15 9 1 10 17 17 5 0 8

サービス業 86 37 19 6 17 29 29 18 3 12

その他 5 2 2 0 0 1 1 1 0 1

合計 167 65 36 12 32 54 54 32 5 37

38.9% 21.6% 7.2% 19.2% 32.3% 32.3% 49.2% 3.0% 22.2%割合

　パートタイマーの昇給制度については｢ある」が１６７社のうち６５社、退職金については「支給している」が１２社となっ
ており、「特になし」は、３２社となっている。

区　　分

事
業
所
数

昇
給
制
度

賞
与

退
職
金
制
度

正
規
従
業
員
へ

の
昇
格
制
度

各
保
護
制
度

（
育
児
・
介
護

制
度
）

福
利
厚
生
制
度

特
に
な
し

そ
の
他

無
回
答

9

2

15

37

2

5

1

9

19

2

5

1

6

2

3

10

17

4

3

17

29

1

4

3

17

29

1

6

2

5

18

1

2

3

14

2

8

12

1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建設業

製造業

卸小売業

サービス業

その他

パートタイマーの諸制度 単位：社

昇給制度 賞与 退職金制度
正規従業員への

昇格制度

各保護制度（育

児・介護制度）

福利厚生制度 特になし その他 無回答
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４４　パートタイマー平均年齢・平均時間給

平均年齢・平均時間給（パートタイマー）

男 女 男 女

社 歳 歳 円 円

建設業 28 72.0 53.9 900 977

製造業 11 58.8 50.7 924 919

卸小売業 29 45.4 45.6 956 963

サービス業 71 54.9 49.7 1,022 1,103

その他 4 70.0 44.8 920 924

平均 143 60.2 49.0 944 977

　平均年齢は、その他女性の４４．８歳が最も若く、次いで卸小売男性の４５．４歳
となっています。
　平均時間給では、サービス業女性が１，１０３円と最も高く、次いでサービス業男
性が１，０２２円となっています。

区　　　分

事
業
所
数

平　均　年　齢 平　均　給　与　時　給

（合計）

72.0

58.8

45.4

54.9

70.0

53.9 50.7
45.6

49.7
44.8

0

10

20

30

40

50

60

70

80

建設業 製造業 卸小売業 サービス業 その他

平　均　年　齢

男

女

900 924 956
1,022

920
977

919 963

1,103

924

0

200

400

600

800

1,000

1,200

建設業 製造業 卸小売業 サービス業 その他

平　均　給　与　時　給

男

女
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４５　無期転換ルールの認知度

無期転換ルールの認知度

社社社社社

建設業 30 11 8 9 2

製造業 11 5 1 5 0

卸小売業 35 19 2 14 0

サービス業 86 15 15 22 34

その他 5 1 0 4 0

合計 167 51 26 54 36

30.5% 15.6% 32.3% 21.6%割合

※「割合」欄の数値は小数点第２位で四捨五入しているため、合計値が１００％にならない
場合があります。

  無期転換ルールについて、「内容を知っている」事業所が１６７社のうち３０．５％の５
１社、「名前は知っている」事業所が１５．６％の２６社となっています。

区　　分

事
業
所
数

内
容
を
知
っ
て
い
る

名
前
は
知
っ
て
い
る

知
ら
な
い

無
回
答

11

5

19

15

1

8

1

2

15

9

5

14

22

4

2

34

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建設業

製造業

卸小売業

サービス業

その他

無期転換ルールの認知度

内容を知っている 名前は知っている

知らない

単位：社

無回答
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４６　無期雇用転換対象の有期雇用従業員

無期雇用転換対象の有期雇用従業員数

社社社社社

建設業 30 5 8 9 8

製造業 11 1 1 5 4

卸小売業 35 11 2 14 8

サービス業 86 28 15 22 21

その他 5 0 0 4 1

合計 167 45 26 54 42

26.9% 15.6% 32.3% 25.1%割合

※「割合」欄の数値は小数点第２位で四捨五入しているため、合計値が１００％にな
らない場合があります。

  無期転換ルールについて、労働契約が通算５年を超え、無期雇用転換の対象になる
有期雇用従業員がいる事業所は１６７社のうち、２６．９％の４５社となっていま
す。

区　　分

事
業
所
数

い
る

い
な
い

わ
か
ら
な
い

無
回
答

5

1

11

28

0

8

1

2

15

0

9

5

14

22

4

8

4

8

21

1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建設業

製造業

卸小売業

サービス業

その他

無期雇用転換対象の有期雇用従業員数

いる いない わからない

単位：社

無回答
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４７　無期転換ルールの周知について

無期転換ルールの周知

社社社社社社

建設業 5 1 2 1 1 0

製造業 1 0 0 0 0 1

卸小売業 11 1 1 1 0 8

サービス業 28 2 3 1 2 20

その他 0 0 0 0 0 0

合計 45 4 6 3 3 29

8.9% 13.3% 6.7% 6.7% 64.4%割合

※「割合」欄の数値は小数点第２位で四捨五入しているため、合計値が１０
０％にならない場合があります。

  無期雇用転換の対象になる有期雇用従業員がいる事業所４５社のうち無期転
換ルールの周知を「すでに周知した」は８．９％の４社、「これから周知予
定」は１３．３％の６社、「周知しない」は６．７％の３社、「わからない・
未定」は６．７％の３社となっています。

区　　分

事
業
所
数

す
で
に
周
知
し
た

こ
れ
か
ら
周
知
予
定

周
知
し
な
い

わ
か
ら
な
い
・
未
定

無
回
答

すでに周知した これから周知予定

周知しない

わからない・未定

1

1

2

2

1

3

1

1

1

1

2

1

8

20

0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建設業

製造業

卸小売業

サービス業

その他

無期転換ルールの周知について 単位：社

無回答
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４８　働き方改革の取り組み内容

働き方改革の取り組み内容（複数回答）

区分

事
業
所
数

社

建設業 30

製造業 11

卸小売業 35

サービス業 86

その他 5

計 167

残
業
時
間
の
上
限

の
規
制

「
勤
務
イ
ン
タ
ー

バ
ル
制
度
」
の
導

入

1
年
あ
た
り
5
日

間
の
年
次
有
給
休

暇
の
取
得

月
6
0
時
間
を
超

え
る
残
業
の
場

合
、
割
増
賃
金
率

の
引
上
げ

労
働
時
間
の
状
況

を
客
観
的
に
把
握

フ
レ
ッ
ク
ス
タ

イ
ム
制
の
導
入

高
度
プ
ロ
フ
ェ
ッ

シ
ョ
ナ
ル
人
材
の

育
成

そ
の
他

無
回
答

社 社 社 社 社 社 社 社 社

10 1 20 1 11 0 0 0 3

4 0 8 0 6 2 0 0 1

18 5 29 12 20 6 1 2 7

43 3 69 9 40 3 0 4 8

2 0 3 0 0 0 0 1 1

77 9 129 22 77 11 1 7 20

割合 46.1% 5.4% 77.2% 13.2% 46.1% 6.6% 0.6% 4.2% 12.0%

　働き方改革の取り組み内容として、「１年あたり５日間の年次有給休暇の取得」が１２
９社で最も多く、次いで「残業時間の上限の規制」「労働時間の状況を客観的に把握」が
共に７７社となっています。

※「割合」欄の数値は小数点第２位で四捨五入しているため、合計値が１００％にならな
い場合があります。

残業時間の上限の規制,
46.1%

「勤務インター

バル制度」の導
入,

5.4%

1年あたり5日間の年次有給

休暇の取得,
77.2%

月60時間を超

える残業の場

合、割増賃金

率の引上げ,
13.2%

労働時間の状

況を客観的に
把握,
46.1%

フレックスタイ
ム制の導入,

6.6%

高度プロフェッショナル
人材の育成,

0.6%

その他 , 4.2%

 無回答, 12.0%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

90.0%
働き方改革の取り組み内容

単位：社
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４９　外国人労働者の雇用

外国人労働者の雇用

社 社 社

建設業 30 1 29

製造業 11 1 10

卸小売業 35 3 32

サービス業 86 7 79

その他 5 0 5

合計 167 12 155

7.2% 92.8%

　外国人労働者を「雇用している」事業所は１６７社のうち７．２％の１２社となっています。

割合

区　　分 事業所数 雇 用 し て い る 雇 用 し て い な い

1

1

3

7

0

29

10

32

79

5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建設業

製造業

卸小売業

サービス業

その他

外国人労働者の雇用

雇用している 雇用していない

単位：社
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５０　外国人労働者の雇用形態について

外国人労働者の雇用形態にいて

区分

事
業
所
数

社

建設業 1

製造業 1

卸小売業 3

サービス業 7

その他 0

計 12

正
規
従
業
員

パ
ー
ト
タ
イ

マ
ー

技
能
実
習
生

合
計

人 人 人 人

1 0 0 1

0 1 0 1

0 2 3 5

9 2 8 18

0 0 0 0

10 5 11 25

割合 37.7% 18.5% 43.7% 100.0%

　正社員・従業員の外国人労働者を雇用している事業所１２社のうち、雇用形態別では「正
規従業員」が１０人、「パートタイマー」が５人、「技術実習生」が１１人で合計２５人と
なっています。

※「割合」欄の数値は小数点第２位で四捨五入しているため、合計値が１００％にならない
場合があります。

正規従業員
37.7%

パートタイマー
18.5%

技能実習生
43.7%

外国人労働者の雇用形態 単位：人
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５１　技能実習制度の形態

技能実習制度の形態

区分

事
業
所
数

社

建設業 1

製造業 1

卸小売業 3

サービス業 7

その他 0

計 12

企
業
単
独
型

団
体
監
理
型

無
回
答

社 社 社

1 0 0

1 0 0

2 1 0

4 1 2

0 0 0

8 2 2

割合 66.7% 16.7% 16.7%

　外国人労働者を雇用している事業所１２社のうち技能実習制度が「企業単独型」
は６６．７％の８社、「団体監理型」は１６．７％の２社、「無回答」は１６．
７％の２社となっています。

※「割合」欄の数値は小数点第２位で四捨五入しているため、合計値が１００％に
ならない場合があります。

企業単独型 団体監理型

1

1

2

4

0

1

1

0

2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建設業

製造業

卸小売業

サービス業

その他

技能実習制度の形態 単位：社

無回答
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５２　今後の外国人労働者の雇用

今後の外国人労働者の雇用

区分

事
業
所
数

無
回
答

 

社 社

建設業 30 0

製造業 11 1

卸小売業 35 3

サービス業 86 3

その他 5 0

計 167 7

4.2%

雇
用
し
た
い

検
討
中

雇
用
す
る
予
定
は
な
い

社 社 社

2 8 20

1 2 7

5 7 20

12 16 55

1 2 2

21 35 104

割合 12.6% 21.0% 62.3%

　外国人労働者について１６７社のうち「雇用したい」は２１社、「検討中」は３５社
で、「雇用する予定はない」は１０４社となっています。

※「割合」欄の数値は小数点第２位で四捨五入しているため、合計値が１００％にならな
い場合があります。

引き続き雇用したい 検討中今後雇用したい

雇用する予定はない

2

1

5

12

1

8

2

7

16

2

20

7

20

55

2

1

3

3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建設業

製造業

卸小売業

サービス業

その他

今後の外国人労働者の雇用
単位：社

無回答
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５３　外国人労働者を雇用しない理由

外国人労働者を雇用しない理由（複数回答）

区分

事
業
所
数

社

建設業 28

製造業 9

卸小売業 27

サービス業 71

その他 4

計 139

手
続
き
が
煩
雑

言
葉
な
ど
の
コ

ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ

ン
の
不
安

制
度
が
よ
く
わ

か
ら
な
い

外
国
人
に
関
わ
ら

ず
新
規
雇
用
の
予

定
が
な
い

作
業
内
容
に

よ
っ
て
は
サ

ポ
ー
ト
が
必
要

と
な
る

雇
用
す
る
こ
と
に

漠
然
と
し
た
不
安

が
あ
る

そ
の
他

社 社 社 社 社 社 社

9 15 7 3 9 6 1

1 9 0 1 1 5 1

6 17 3 10 8 6 2

14 33 15 22 18 8 7

1 2 2 0 0 1 0

31 76 27 36 36 26 11

割合 22.3% 54.7% 19.4% 25.9% 25.9% 18.7% 7.9%

　外国人労働者を雇用しない理由として最も多い回答は「言葉などのコミュニケーションの不
安」が今後外国人を雇用する予定がない、または検討中の１３９社のうち５４．７％に当たる
７６社で、次いで「外国人に関わらず新規雇用の予定がない」「作業内容によってはサポート
が必要となる」が共に２５．９％の３６社となっています。

手続きが煩雑 制度がよくわからない言葉などのコミュニケーションの

不安

外国人にかかわらず新

規雇用の予定がない

作業内容によっ

てはサポートが

必要となる

9

1

6

14

1

15

9

17

33

2

7

3

15

2

3

1

10

22

0

9

1

8

18

0

6

5

6

8

1

1

1

2

7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建設業

製造業

卸小売業

サービス業

その他

外国人労働者を雇用しない理由
単位：社

雇用することに漠然とした不

安がある
その他
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５４　ハラスメントへの対応

≪ハラスメント防止の周知≫

ハラスメントへの対応状況

社社社社 社社社社

建設業 30 23 5 2 2 2 24 2

製造業 11 8 2 1 5 1 5 0

卸小売業 35 31 3 1 17 3 12 3

サービス業 86 77 8 1 43 10 32 1

その他 5 5 0 0 2 1 2 0

合計 167 144 18 5 69 17 75 6

86.2% 12.5% 27.8% 41.3% 10.2% 44.9% 3.6%割合

　ハラスメント防止の周知を「している」事業所は１４４社、「していない」事業所は１８
社となっています。

≪ハラスメント相談窓口≫

　相談窓口が「ある」事業所は６９社、「設置を検討中」とした事業所は１７社となってい
ます。

区　　分

事
業
所
数

ハラスメント防止の
周知

ハラスメント相談窓口の
設置

し
て
い
る

し
て
い
な
い

無
回
答

あ　
　
　

る

設
置
を
検
討
中

な　
　
　

い

無
回
答

※「割合」欄の数値は小数点第２位で四捨五入しているため、合計値が１００％にならない
場合があります。

2

5

17

43

2

2

1

3

10

1

24

5

12

32

2

2

3

1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建設業

製造業

卸小売業

サービス業

その他

ハラスメント相談窓口の設置状況 

ある 設置を検討中 ない

単位：社

無回答
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５５　人材等について

人材等についての課題

区分

事
業
所
数

社

建設業 30

製造業 11

卸小売業 35

サービス業 86

その他 5

計 167

希
望
す
る
条
件
の

人
材
の
応
募
が
な

い

内
定
を
辞
退
さ
れ

る

従
業
員
が
定
着
し

な
い

人
員
が
足
り
な
い

技
術
の
継
承
が
進

ま
な
い

人
材
育
成
の
ノ
ウ

ハ
ウ
が
わ
か
ら
な

い

人
材
を
確
保
す
る

予
算
が
足
り
な
い

人
材
育
成
に
費
や

す
時
間
が
足
り
な

い

福
利
厚
生
を
充
実

さ
せ
た
い

そ
の
他

社 社 社 社 社 社 社 社 社 社

19 0 5 6 11 0 2 8 6 0

6 2 3 2 3 1 0 1 4 0

15 1 5 8 4 0 4 4 6 3

46 14 19 19 13 0 11 12 15 5

1 0 1 0 1 0 1 0 1 0

87 17 33 35 32 1 18 25 32 8

割合 52.1% 10.2% 19.8% 21.0% 19.2% 0.6% 10.8% 15.0% 19.2% 4.8%

　人材等についての課題として、「希望する条件の人材応募がない」が８７社で最も多
く、次いで「人員が足りない」が３５社となっています。

※「割合」欄の数値は小数点第２位で四捨五入しているため、合計値が１００％にならな
い場合があります。

19

6

15

46

1

2

1

14

5

3

5

19

1

6

2

8

19

11

3

4

13

1

1

0

0

0

2

4

11

1

8

1

4

12

6

4

6

15

1

3

5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建設業

製造業

卸小売業

サービス業

その他

人材等に関する課題
単位：社

希望する条件の人

材の応募がない
内定を辞退される 従業員が定着しな

い

人員が足りない 技術の継承が進

まない

技術の継承が進

まない

人材育成のノ

ウハウがわか

人材育成に費

やす時間が足
福利厚生を充

実させたい
その他
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５６　雇用・労働施策について

雇用・労働の関連で必要と感じる施策について

区分

事
業
所
数

社

建設業 30

製造業 11

卸小売業 35

サービス業 86

その他 5

計 167

若
年
者
の
地
元
定

着
促
進

就
業
相
談
窓
口
に

お
け
る
雇
用
促
進

働
き
方
改
革
の
支

援

季
節
労
働
者
の
通

年
雇
用
化

フ
リ
ー
ラ
ン
ス
の

育
成
支
援

そ
の
他

社 社 社 社 社 社

11 6 7 6 1 0

5 2 4 0 0 1

16 5 8 1 4 4

46 25 24 4 5 4

2 0 2 1 0 0

80 38 45 12 10 9

割合 47.9% 22.8% 26.9% 7.2% 6.0% 5.4%

　雇用・労働の関連で必要と感じる施策として、「若年者の地元定着促進」が８０社で最
も多く、次いで「働き方改革の支援」が４５社となっています。

※「割合」欄の数値は小数点第２位で四捨五入しているため、合計値が１００％になら
ない場合があります。

11

5

16

46

2

6

2

5

25

7

4

8

24

2

6

1

4

1

1

4

5

1

4

4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建設業

製造業

卸小売業

サービス業

その他

働き方改革の取り組み内容 単位：社

若年者の地元定 就業相談窓口におけ 働き方改革の支援 季節労働者の通

フリーランスの育 その他
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５７　その他（新型コロナウイルス感染症関連について）

新型コロナウイルス感染症による事業の影響について

区分

事
業
所
数

社

建設業 30

製造業 11

卸小売業 35

サービス業 86

その他 5

計 167

影
響
が
あ
る

影
響
が
あ
る
が
改

善
し
て
い
る

現
在
は
影
響
が
な

い
が
今
後
影
響
が

見
込
ま
れ
る

影
響
は
な
い

無
回
答

社 社 社 社 社

12 3 11 4 0

5 2 0 4 0

19 5 2 9 0

62 3 9 11 1

2 1 2 0 0

100 14 24 28 1

割合 59.9% 8.4% 14.4% 16.8% 0.6%

　新型コロナウイルス感染症による事業の影響として、「影響がある」事業所が１００社
で最も多く、次いで「影響はない」事業所が２８社となっています。

※「割合」欄の数値は小数点第２位で四捨五入しているため、合計値が１００％になら
ない場合があります。

12

5

19

62

2

3

2

5

3

1

11

2

9

2

4

4

9

11 1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建設業

製造業

卸小売業

サービス業

その他

新型コロナウイルス感染症による事業への影響

影響がある 影響があるが改善し

ている

現在は影響がない

が今後影響が見込

まれる

影響はない 無回答
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５８　その他（新型コロナウイルス感染症による雇用の影響について）

雇用調整助成金の活用について

社社社社

建設業 26 6 17 3

製造業 7 0 0 7

卸小売業 26 1 1 24

サービス業 74 2 3 69

その他 5 0 0 5

合計 138 9 21 108

6.5% 15.2% 78.3%

正
規
従
業
員

パ
ー
ト
タ
イ

マ
ー

社社人人社社

建設業 26 0 0 0 23 3

製造業 7 0 0 1 6 1

卸小売業 26 0 0 0 25 1

サービス業 74 1 0 9 73 0

その他 5 0 0 0 5 0

合計 138 1 0 10 132 5

0.7% - - 95.7% 3.6%

割合

新型コロナウイルス感染症に起因する雇用の解消について

割合

※「割合」欄の数値は小数点第２位で四捨五入しているため、合計値が１００％にならな
い場合があります。

  雇用調整助成金について、新型コロナウイルス感染症の影響を受けた事業所１３８社の
うち「申請した」は６．５％の９社、「申請していない」は１５．２％の２１社、「無回
答」は７８．３％の１０８社となっています。

区　　分

事
業
所
数

申
請
し
た

申
請
し
て
い
な
い

無
回
答

新型コロナウイルス感染症に起因する雇用の解消について、新型コロナウイルス感染症の
影響を受けた事業所１３８社のうち、「解消はあった」は０．７%の１社となっておりま
す。

区　　分

事
業
所
数

解
消
は
あ
っ
た

解
消
は
な
か
っ

た
無
回
答
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５９　その他（新型コロナウイルス感染症による雇用以外の影響について）

新型コロナウイルス感染症の影響（雇用以外）

区分

事
業
所
数

社

建設業 26

製造業 7

卸小売業 26

サービス業 74

その他 5

計 138

製
品
や
商
品
等

の
売
上
・
受
注

の
減
少

仕
入
れ
先
の
変
更

に
よ
る
調
達
コ
ス

ト
の
増
加

製
品
や
商
品
等

の
納
期
の
遅
延

顧
客
や
来
客
の
減

少

従
業
員
や
顧
客

の
感
染
予
防
に

伴
う
コ
ス
ト
の

増
加

出
勤
抑
制
や
休
校

等
に
よ
る
従
業
員

の
確
保

そ
の
他

社 社 社 社 社 社 社

14 5 14 9 6 1 0

4 0 0 2 3 1 1

16 1 6 18 9 8 1

29 5 7 46 36 16 2

1 1 0 1 1 2 0

64 12 27 76 55 28 4

割合 46.4% 8.7% 19.6% 55.1% 39.9% 20.3% 2.9%

　雇用以外の新型コロナウイルス感染症の影響として最も多い回答は「顧客や来客の減少」
が５５．１％の７６社、次いで「製品や商品等の売上・受注の減少」が４６．４％の６４社
となっています。

※「割合」欄の数値は小数点第２位で四捨五入しているため、合計値が１００％にならない
場合があります。

製品や商品等の売

上・受注の減少
製品や商品等の納期の

遅延

仕入れ先の変更による調達コス

トの増加

顧客や来客の減少 従業員や顧客の感

染予防に伴うコスト

の増加

14

4

16

29

1

5

1

5

1

14

6

7

9

2

18

46

1

6

3

9

36

1

1

1

8

16

2

1

1

2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建設業

製造業

卸小売業

サービス業

その他

雇用以外の新型コロナウイルス感染症の影響
単位：社

出勤抑制や休校等によ

る従業員の確保
その他
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６０　その他（今後新型コロナウイルス感染症対策として行いたいこと）

今後新型コロナウイルス感染症対策として行いたいこと

区分

事
業
所
数

社

建設業 30

製造業 11

卸小売業 35

サービス業 86

その他 5

計 167

テ
レ
ワ
ー
ク
環

境
の
整
備

レ
ン
タ
ル
オ

フ
ィ
ス
の
活
用

空
気
清
浄
機
や

C
O
2
測
定
器

な
ど
の
機
器
の

導
入

キ
ャ
ッ
シ
ュ
レ

ス
決
済
の
導
入

E
C
サ
イ
ト
の

導
入
に
つ
い
て

特
に
な
し

そ
の
他

社 社 社 社 社 社 社

3 1 14 1 0 15 0

4 0 7 1 1 1 2

10 0 10 8 4 10 3

11 0 38 12 1 37 0

2 0 1 0 0 2 0

30 1 70 22 6 65 5

割合 18.0% 0.6% 41.9% 13.2% 3.6% 38.9% 3.0%

　今後新型コロナウイルス感染症対策として行いたいこととして、「空気清浄機やCO2測定器などの機器の導
入」が最も多く７０社、次いで「特になし」の６５社となっています。

※「割合」欄の数値は小数点第２位で四捨五入しているため、合計値が１００％にな
らない場合があります。

テレワーク環境の整備

30
(18.0%)

レンタルオフィスの活用

1
(0.6%)

空気清浄機やCO2測定器な

どの機器の導入

70
(41.9%)

キャッシュレス

決済の導入

22
(13.2%)

ECサイトの導入について,
6

( 3.6%)

特になし

65
(38.9%)

その他

5
(3.0%)

単位：社
今後新型コロナウイルス感染症対策として行いたいこと
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６１　その他（BCP（事業継続計画）の策定状況）

BCP（事業継続計画）の策定状況

社社社社 社 社

建設業 30 1 3 8 15 3

製造業 11 2 0 6 2 1

卸小売業 35 6 1 9 14 5

サービス業 86 18 9 23 34 2

その他 5 0 0 1 4 0

合計 167 27 13 47 69 11

16.2% 7.8% 28.1% 41.3% 40.7%割合

　『男女雇用機会均等法』を「策定している」事業者は、１６７社のうち１６．２％
の２７社、「予定はない」事業者は４１．３％の６９社となっています。

区　　分

事
業
所
数

予
定
は
な
い

無
回
答

策
定
し
て
い
る

策
定
中

策
定
を
検
討
中

※「割合」欄の数値は小数点第２位で四捨五入しているため、合計値が１００％にな
らない場合があります。

1

2

6

18

3

0

1

9

0

8

6

9

23

1

15

2

14

34

4

3

1

5

2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建設業

製造業

卸小売業

サービス業

その他

BCP(事業継続計画)の策定状況 

策定している 策定中

単位：社

策定を検討中

無回答策定の予定はない
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６２　その他（BCPを策定する上での課題）

BCPを策定する上での課題について（複数回答）

区分

事
業
所
数

社

建設業 23

製造業 8

卸小売業 23

サービス業 57

その他 5

計 116

ス
キ
ル
・
ノ

ウ
ハ
ウ
が
な

い

策
定
す
る
人

材
を
確
保
す

る
こ
と
が
出

来
な
い

策
定
す
る
時

間
を
確
保
で

き
な
い

策
定
す
る
費

用
を
確
保
で

き
な
い

実
践
的
に
使

え
る
計
画
に

す
る
こ
と
が

難
し
い

リ
ス
ク
の
具

体
的
な
想
定

が
難
し
い

必
要
性
を
感

じ
な
い

そ
の
他

社 社 社 社 社 社 社 社

8 10 8 2 9 5 3 0

3 2 2 2 2 1 2 1

10 5 7 3 5 5 3 2

17 12 10 6 19 9 7 1

3 1 1 1 2 1 1 0

41 30 28 14 37 21 16 4

割合 21.5% 15.7% 14.7% 7.3% 19.4% 11.0% 8.4% 2.1%

　BCPを策定する上での課題として「スキル・ノウハウがない」が最も多く４１社、次いで「実践的に使え
る計画にすることが難しい」が３７社となっています。

※「割合」欄の数値は小数点第２位で四捨五入しているため、合計値が１００％にな
　らない場合があります。

スキル・ノウハウがない

41
(21.5%)

策定する人材を確保することが

出来ない

30

(15.7%)

策定する時間を確保できな

い

28

(14.7%)

策定する費用を確保できな

い

14
(7.3%)

実践的に使える計画にすることが難

しい

37
(19.4%)

リスクの具体的な想定が難しい

21
(11.0%)

必要性を感じない

16
(8.4%)

その他

4
(2.1%)

実践的に使える計画にすることが難しい 単位：社
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